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経済学研究 36叩4
ヰじ語筆遂大学 1986. 3 

総供給関数の検定*

加藤 晃

家計にとっては，一般物纏水準が重要であり，

1. 序 〈代表的)家計は，それを知らないと想定し，

生産物市場において，需給均衡条件が満たさ

れていて，名目総欝繋関数が与えられている

ふ実紫畿鉄給関数さえ specify されれば，

我々は，均衡…般物価水号室及び均衡奨質器産設i

量重心容易に，求めることができる。

ところで，生産物に対する名筏

名目貫幣供給量，誠は，名目貨幣供給成炎毒事に

依存しているということが，実統的に，明らか

にされてきた。それでは，実質総参与絵量は，い

ったい何に依存しているであろうか。

時.Friedman (めは， r彼ら(生援者〕に
とって問題となる実質賃金は，後らの生産物の

価格で撲った賃金であって，…後(労働者)に

とって開題であるのは，殺が生Eをする特定の財

震に対する賃金の繕買力ではな〈て，財一般に

対する賃金の欝資力である。労機者とその雇用

者のいずれもが，彼らが生産する特定の燃の揺

務の動きをど知覚してそれに対する調整を行うよ

りも，物{滋…般の動き?に対しては主義かに緩慢に

調整合行うのが普通であるoJりと，想定し
たG そこで， R. E. LucasぉL.A. Rapping(o) 

も， 随分の生産物の儲格のみが， (代表的)企

業にとって重要であり， (代表的〉企業は，そ

れを，完全に，知っているが， ~邸プ]. (代表的〉

*編集委員の小泳教授をはじめとして， 羽メントをい
ただいた向田助教授， 永関助教授に記して感謝を王与
し上げます。もとよち，あちうべき誤りは， すべて
筆者の資任であ争ます。
1) ( )内氏筆者銭。

生産物に対する実質総供給量は，家計の予想さ

れないインブレ率に比例すると，考えた。これ

は， しばしば 1レーカス諜総供給関数と呼ばれ

ている O

ところが，昨年，佐藤(6)比 〔代表的)企業

にとっても. (代表的〉家計にとっても，一穀

物価水準は議要であり. (代表的)食業も (代

家計'も，それを知らないと懇定し，

物に対する笑殺総供給援は，企業と家計の窮待

インツレ率の遂に比叡iすると，考えた。今，我

々は，これを，佐藤型総供給関数と呼ぶことに

しよう O

そうなるん生産物の実質総供給量が，

の予想されないインフレ率に比例jずるのか，

は，企業と家計の期待インツレ率の援に比例iす

るのかな，研究してみることは，きわめて興味

深いと思われる。裁って，この研究の自的は，

いわゆるん…カス型総供給欝数と佐藤型総供給

関教を，仮説検定してみることにある。

2益 )!-ーカス瓢及び佐藤裂総供給関数

それで、は， R.E. Lucas=L. A. Rappingモ

デルを蕗介しよう。

(1) y~ =r1fやru l>r>。
(2) l~=a(pε…wD+α。

G淫 I!(l-r)

ao怒 (ro十logr)/(I-r) 

(3) z:口b(絞る-tpL，)十bob>。
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仏) lt= l~ 

ここで，y;は，生産物の実質総供給量 11は，
総労働需要量， ρLは， 一般物価水準，軌は，

名目賃金率， l;は， 総労働供給量 tP~-1 は，

(代表的)家計が，t-1期に予想した t期の主

観的期待一般物価水準の平均値を各々表わす。

また，すべての変数は，対数値によって，表現

されている。そして， ρtのみが， 確率変数で
あるとする。

まず， (代表的)企業の生産関数として， コ

ブ・ダグラス型生産関数を仮定する。次に，

M. Friedman (3)は， r雇用者は一般物格水準
については労働者と全く同様な予想をなすであ

ろうが，彼らが直接に関心をもつのは，彼らが

生産しそれについていっそう多くの情報をもっ

ている自分の生産物の価格である。」 と， 想定

した。そこで， 自分の生産物の価格のみが， (代

表的)企業にとって重要であり， (代表的)企

業は，それを，完全に，知っていると想定する

と，利潤最大化を通じて， (2)式をうることがで

きる。そして，他方， (代表的)家計にとって

は，一般物価水準が重要で、あり， (代表的)家

計は，それを知らないと想定し， (代表的)家

計の労働需要関数として， コブ・ダグラス型を

仮定し， backward bending がないと仮定す

ると， (3)式をうることができる。つまり，総労

働需要量は，実質賃金率に依存し，総労働供給

量は，家計の期待実質賃金率に依存することに

成る。最後に， (4)式は，労働市場の需給均衡条

件を表わす。

その結果，我々は， (5)式をうる。

(5) y;=α(ρt-tρL1) +y 

y=-};-ー (bao+a bo) +r 一一α+b'v ~o ' ~ VOJ ， I 

rab 
α=.......!.一一一-a+b 

ここで，yは， 正常産出量を表わす。 なお， 1 

>r>O， a>l， b>Oより， α>0をうる。さら
Vこ，

(6)ρt-tP~-I~7rt-t7rLl 

より， (5)式は，

(7) y;=α(7rt - t 7r~-I) 十F

に書き換えることができる。ここで，ゎは，イ

ンフレ率， d-1は， (代表的)家計が，t-1期

に予想した t期の主観的期待インフレ率の平均

値を各々表わす。つまり，生産物に対する実質

総供給量は，家計の予想されないインフレ率に

比例することに成る。これが， しばしば，ノレー

カス型総供給関数と呼ばれている。

続いて，佐藤モデルを紹介しよう。

(8) Y;=r1Ll十(0

(9) lL1=a(tpt
e!1一肌 1)十αb

M !;-I=b(Wt-l-tP忙1)十bo

(JJ) lLl=t:-1 
ここで，tpf!.1は， (代表的)企業が，t-1期に

予想したt期の主観的期待一般物価水準の平均

値 tP~~l は， (代表的)家計が， t-1期に予

想したt期の主観的期待一般物価水準の平均値

を各々表わす。

まず，t-1期に，労働市場より，均衡名目賃

金率及び均衡雇用量が，t期に，生産物市場よ

り，均衡一般物価水準及び均衡産出量が各々決

まり，t-1期に投入され，t期に産出されると

想定すると， (1)式から (4)式は， (8)式から帥

式に書き換えることができる。なお，t-1期か

らt期へかけて，賃金契約が，想定されている。

すなわち，総労働需要量は，企業の期待実質賃

金率に依存し，総労働供給量は，家計の期待実

質賃金率に依存することに成る。

その結果，我々は，悼式をうる。

倒 y;=α (tP~~I- tP~~I) + Y 
さらに，

(13) tP~!...I- tþ~u:. l ご川区l-mff1

より，帥式は，

O母 yf= α (tπ~~1-t7r~~I) +ア

に書き換えることができる。ここで， df1は，

(代表的)企業が， [-1期に予想したt期の主

観的期待インフレ率の平均値， dhは， (代表
的)家計が，t-1期に予想した t期の主観的期
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待インフレ率の平均値を各々表わす。すなわ

ち，生産物に対する実質総供給量は，企業と家

計の期待インフレ率の差に比例することに成

る。今，我々は，これを，佐藤型総供給関数と

呼ぶことにしよう。

3. 期待インフレ率

我々は，家計の期待インフレ率をうる為に，

『家計消費の動向』のの「消費者の意識jにお

ける，全世帯を対象とする「今後1年間の消費

者物価上昇率」というアンケートを，そして，

企業の期待インフレ率をうる為に， ~企業経営

者見通し調査』における， r製品価格」という
アンケートを，各々利用する。前者のアンケー

トは，毎年 3月 6月 9月， 12月末日現在

において実施されており r今後1年間の消費
者物価の上がり方は，現在の上がり方に比べて

高くなると思いますか」とし、う質問に対して，

「低くなるj，r変わらなし、j，r高くなる」わ(或
は， r低くなるj，rやや低くなるj，r変わらな
L 、j，rやや高くなるj，r高くなるj)4)という三
つ(或は，五つ)の解答の中から一つを選ぶ¥

いわゆる三者(或は，五者)択一形式の定性的

サーベイ・データであり，後者のアンケート

も，毎年 2月 5月 8月， 11月において実

施されており，例えば 2月については 4月

から 9月までめ(或は 4月から6月までと，

7月から 9月まで)6) に対して r低下j，r変

2)経済企画庁調査局編『家計消費の動向(昭和57年
版)~ (東京大蔵省印刷局， 1983年3月)
3)調査時期は昭和46年第2四半期から昭和56年第4四
半期まで、。

4)調査時期は， 昭和57年第l四半期から昭和57年第
4四半期まで。なお， r低くなる」と「やや低く
なる」の平均値を「低くなるJ，rやや高くなる」
と「高くなる」の平均値を「高くなる」と解釈し
た。
5)調査年月は， 昭和46年第2四半期から昭和52年第
1四半期まで。
6)調査年月は，昭和52年第2四半期から， 昭和57年
第4四半期まで。なお，例えば 2月について
は 4月から6月までと 7月から 9月までの平均
値を4月から 9月までと解釈した。

わらなしづ， r上昇」という三つの解答の中から
一つを選ぶ，三者択一形式の定性的サーベイ・

データである。そこで，以下においては，前者

を，各世帯が，消費者物価指数のむこう一年間

に渡る平均的な上昇率(年率)が，現在の消費

者物価指数の上昇率(年率) と比べて r低く
なるj，r変わらないj，r高くなる」と解答した
と解釈し，後者を，各企業が，卸売物価指数の

むこう半年聞に渡る平均的な上昇率(年率)

が，現在の卸売物価指数の上昇率(年率)と比

べて， r低下j，r変わらないj，r上昇」と解答
したと解釈する。なぜ， ここで 1年後或は，

半年後の上昇率と解釈せずに，むこう 1年間或

は，半年間に渡る平均的な上昇率と解釈するか

といえば， アンケートが，前者については，r1 
年後の」と質問せずに， r1年間の」 と質問し
ていて，後者については，例えば 2月につい

ては 9月と質問せずに 4月から9月までと

質問しているからである。さらに，企業と家計

の期待インフレ率の差をうる為に，消費者物価

指数のむこう一年間に渡る平均的な上昇率(年

率)と，卸売物価指数のむこう半年聞に渡る平

均的な上昇率(年率)を，GNPデフレーター

のむこう半年聞に渡る平均的な上昇率(年率)

と解釈する。

そして，我々は，今述べた定性的データを，

定量的データに変換しなければならなし、。そこ

で，我々は， J. A. Carson=M. Parkin (1)と

同じく，これをおこなった九なお， 定性的及

び定量的データについては，付録を参照。

ところで，当初，計測期聞は，サーベイ・デ

ータの制約により，昭和46年第4四半期から昭

和52年第3四半期までとしたが，企業のスケー

ノレ・パラメーターは， -0.000117と成り，符号

条件を満たさず，世帯のそれも， -0.0000347 

と成り，符号条件を満たさなかった。そこで，

計測期間を，データの許すかぎりできるだけ広

くとって，昭和46年第4四半期から昭和58年第

7) J. A. Carlson=M. Parkin (1)及び加藤 (6)
参照。
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2四半期までとした所，企業のスケール・パラ

メーターは， 0.00433，世帯のそれは， 0.000880 

と成り，両者とも，符号条件を満たした。

なお，GNPデフレーターは，四半期，季節

調整済みの名目国民総支出を，四半期，季節調

整済みの実質国民総支出により除しで得た8)。

4. 総供給関数の検定と結論

それでは，ルーカス型総供給関数と，佐藤型

総供給関数を仮説検定してみよう。

なお，推定期聞は，サーベイ・データの制約

により，昭和48年から昭和51年までの，いわゆ

るスタグプレーション期を含む，昭和46年第4

四半期より，昭和52年第3四半期までの六年

間， 24四半期とした。

また，実質総供給量(対数値)については，

実質国民総支出(対数値)を，企業の期待イン

フレ率については，企業の GNPデフレーター

のむこう半年聞に渡る平均的な上昇率(年率)

についての期待を，家計の期待インフレ率につ

いては，世帯の GNPデフレーターのむこう半

年聞に渡る平均的な上昇率(年率)についての

期待を，インフレ率については，GNPデフレ

ータ?の過去半年聞に渡る平均的な上昇率を，

各々データとした。

以下の検定においては，まず，一般的に，最

小二乗法 (OLS)により， 推定をおこなうが，

一次の系列相関係数pが oであるという帰無
仮説が， Durbin = Watson検定統計量 (DW)

から，棄却されれば，誤差項に，一階の自己回

帰過程を仮定し，いわゆる Cochrane= Orcutt 

の反復法により，一次の系列相関係数の推定値

戸を求めることにする。なお，二次の系列相関

係数 P-lが oであるという帰無仮説が，DW  
から，棄却されれば，誤差項に，二階の自己回

帰過程を仮定する。さらに，推定方程式が，定

数項を有していないケースについては，DWを

8)経済企画庁経済研究所編『国民経済計算年報(昭
和60年版)~ (東京大蔵省印刷局， 1985年2月〉。

得る為に，定数項を含む推定方程式を，別に推

定する。

まず，我々は，実質国民総支出が，昭和48年

第4四半期(オイルショッグ)で屈折している

トレンドに，一次に依存していると想定した。

OLSによると，DWは， 0.434となり， Ho: 

ρ=0は，有意水準5%で，棄却された。そこで，

iteration をおこなった所，DWは， 1.57 と

成り， Ho: P-l=Oは，有意水準5%で， 受容

された。そして， トレンドの係数推定値も，有

意水準1%で，すべて，有意であった。その結

果，オイルショック前のトレンドの傾きは，オ

イルショッグ後のトレンドの傾きよりも大き

い，つまり，高度成長から低成長へ，構造変化

があったことが，分かった。

次に，我々は， トレンド(の予測値)を除い

た実質国民総支出が，ルーカス型総供給関数に

ついては，家計の予想されないインフレ率に，

佐藤型総供給関数については，企業と家計の期

待インフレ率の差に比例すると想定した。

そして，それは，過去一年間に渡って遅れた

予想されないインフレ率或は，期待インフレ率

の差にも比例すると想定した。そこで，我々は，

一般的な分布ラグモテ守ルと， アーモン型分布ラ

グモテ、ルを仮定した。佐藤型総供給関数につい

ては，推定期間が昭和47年第4四半期から昭和

52年第3四半期まで，制約が二次多項式， ラグ

期間が5四半期のアーモン型分布ラグモテ、ルを

あてはめた所，一年前の期待インフレ率の差の

係数推定値が，有意水準5%で，有意と成り，

符号条件も満たした。なお，その t値は， 2.18 

であった。他方，ノレーカス型総供給関数につい

ては，有意で，符号条件も満たす，予想されな

いインフレ率の係数推定値は，一つもなかった。

そこで，我々は，第t四半期のトレンド(の予

測値)を除いた実質国民総支出は，ルーカス型

総供給関数については，第t四半期の予想され

ないインフレ率に比例すると想定し，佐藤型生

産関数については，一年前の期待インフレ率の

差に比例すると想定した。なお， 図1-aは，
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図 l~b

第t四半期のトレンド(の予測値)を除いた実

質国民総支出と第 t四半期の予想されないイン

フレ率の相闘を表わし，図1-bは，第 t四半

期のトレンド(の予測値)を除いた実質国民総

支出と一年前の期待インフレ率の差の相関を表

わしている。まず，ルーカス型総供給関数につ

いては， OLSによると，DW  は， 0.526と成り，

Ho:ρ=0は，有意水準5%で，棄却された。そ

こで， iterationをおこなった所，DWは， 1. 

56と成り，HO:P-1=0は，有意水準5%で，受
容された。しかし，予想されないインフレ率の

係数推定値は有意水準5%で，有意で、なく，符

号条件も満たさなかった。なお，その t値は，

-.0，436であった。また， 決定係数も， 0.0061 

ときわめて低かった。他方，佐藤型総供給関数

表 1 推定結果

(15) Yt=17. 1 +0. 0243t1十0.0108t2

(634) (3.85) (4.86) 

R2=0.881 p=0.846 

DW=I.57 SSR=0.00903 

計測期間:昭和46年第4四半期~昭和52年第

3四半期

佐藤型供給関数

(16) Detrended Y: = 10. 0 (t-41!"~~6-t-41!"~~6) 
(2.36) 

R2=0.226 戸=0.743

DW  =1.78 SSR=0.00655 

計測期間:昭和47年第4四半期~昭和52年第
3四半期

}I，.-力ス型総供給関数

(17) Detrended y~=一0.0796 (πt-mL2) 
(-----'0.436) 

R2=0.0061 戸=0.865
DW=1.56 SSR=0.00898 

計測期間:昭和46年第4四半期~昭和52年第
3四半期

ここで，tlは，オイルショック前のタイムトレン
ド，t2は，オイルショッグ後のタイムトレンド，SSR 

は，残差平方和， Dertended Y:は， トレンド(の予
測値)を除いた実質国民総支出を各々表わす。

については， OLS によると，DWは， 0.553 

となり， Ho: p=Oは，有意水準5%で，棄却さ

れた。従って， iterationをおこなった所，DW

は， 1.78と成り， Ho: pー1=0は，有意水準5

%で，受容された。そして，一年前の期待イン

フレ率の差の係数推定値は，有意水準5%で，

有意であり，符号条件も満たしていた。なお，

その t値は， 2.36であった。ただし，決定係数

は， 0.226と低かった。

さて，我々は， この推定結果を， どの様に解

釈したらよいであろうか。まず，ルーカス型生

産関数についてはどうであろうか。図2を参照

しよう。 図2は， 実質 GNP (対数値)と，

GNPデフレーターの過去半年聞に渡る平均的

な上昇率及び，家計の期待イシヲレ率を表わし

ている。まず，インフレ率と，実質 GNPの関
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係を見ると，昭和48年から昭和51年は，スタグ

フレ…ション期であったことが，はっきりと分

かる。また，インブレーションと，家計の期待

インフレ謀容の関係をると，家計の期待インブ

レ霊容は，適応的期待形式仮説に載っていること

も，はっきり分かる九つまり， 普選和48年から

昭和51年までは，インプレムション期でもあ

り，かつスタグネ…シ zン期で、もあったが，家

計の期待インフレ率は，適}在的に期待形成iされ

たので，インフレ率は，家計の期待インブ

った。従って，ノし…カス型総換絵関数に

よると， これは， ブーノレこそもたらしても，決

して，スランプをもたらすものではなかったは

ずであった。このことが，ノレ…カス主主総供給関

数のパブオ}マンスを懇くしていると考えられ

るの他方，佐藤型総供給隣教についてはどうで

幻長豊田 (8)

滋 2

あろうか。まず，綿蓋項が，'~'高踏の自己関線通

程に従っているのではないかということが考え

られるが， 見い(J-I口 Oが受容されたので， こ

れは，考えにくい。次に，具体的には，一年前

一年前の企業と家言?の期待

インブレ率の差，つまり，いわゆる

Surpriseに比例iしているが，ぞれは， ます己

資本及び在康ストッグ丸そして，

総在宅給量に影響しているのではないかというこ

とも考えられる問。

ともあまt，我々は，ノレ…カス型総供給欝数よ

りも佐藤型総供給路数が，パブ汐ーマンスが良

いと結論する。終わりに，残された荷額とし

て，実費総供給関数が佐藤型緯供給関数に従う

?グロモデルさとよをデノレピノレディングずることが

考えられるが，これは，今後の課題とする。

10) R. E; Lucas (5)参娘。
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付録

|ay 
462 -0.54 
463 -0.20 
必4 -0.33 
471 -0.54 
472 0.69 
473 0.54 
474 -0.78 
481 -1.27 
482 -1.02 
483 -1.11 
484 -1.32 
491 -0.66 
492 -0.75 
493 0.77 
494 -0.34 
501 0.414 

0 502 O. 
503 0.01 
504 -0.05 
511 -0.13 
512 -0.23 
513 -0.40 
514 -0.43 
521 -0.30 
522 0.87 
523 -0.71 
524 -0.63 
531 0.50 
532 -0.49 
533 -0.42 
534 -0.59 
541 -0.65 
542 -1.31 
543 -1. 29 
544 -1.35 
551 -1.45 
552 -0.92 
553 -1.11 
554 -1.06 
561 -0.90 
562 -0.87 
563 -0.82 
564 -0.81 
571 -0.69 
572 -0.93 
573 -0.87 
574 -0.76 

計測式t+21r~t= 1Z't-d 

b'( 

-1.47 
-1.10 
-1.22 
1.51 
-1.71 
-1.64 
-1.85 
-2.10 
-1.78 
-1.88 
-1.81 
-1.22 
-1.38 
-1.42 
1.05 
-0.46 
-0.82 
-0.90 
-0.99 
-1.12 
-1.42 
1.55 
-1.60 
-1.59 
2.24 
-2.10 
-2.04 
-2.00 
-1.91 
-1.95 
-2.15 
-2.38 
-2.80 
-2.69 
-2.80 
-2.61 
2.30 
2.54 
-2.48 
-2.48 
-3.28 
-2.43 
-2.30 
-2.30 
-2.06 
-2.04 
-2.04 

(222) 

ew 
t+21Z'i 

0.075380 
0.072382 
0.055146 
0.051642 
0.062994 
0.077266 
0.089195 
0.106503 
O. 134914 
0.158132 
0.215591 
0.267478 
0.287977 
0.277683 
0.240436 
0.174862 
O. 120370 
0.088465 
0.066687 
0.073025 
0.088163 
0.099129 
0.094781 
0.089880 
0.077256 
0.072031 
0.073487 
0.069505 
0.067853 
0.063814 
0.054725 
0.049913 
0.040896 
0.027704 
0.020407 
0.013108 
0.034742 
0.048556 
0.054074 
0.060535 
0.020624 
0.027530 
0.029481 
0.027302 
0.043180 
0.025406 
0.008977 

。伸一+π-2πT+1-1Z'T+ヲ=ー~~~ 1'+1
、世 (>0)

'!.. I at+bt ¥ 
ぞ1¥~;弓::-J

A;=Pγ(al壬z;)

B;=Pγ(z;妥b;)
i=w， f 

f ai 

0.67 
0.12 
0.99 
0.74 
0.64 
0.64 
0.38 
-0.07 
0.07 
-0.30 
-0.58 
0.20 
0.17 
0.22 
0.33 
0.38 
0.41 
0.49 
0.38 
0.33 
0.28 
0.28 
0.30 
0.35 
0.80 
0.70 
1.31 
1.22 
1.31 
1.47 
1.34 
0.82 
0.79 
0.64 
0.55 
0.15 
0.48 
1.15 
1.20 
1.10 
0.91 
0.97 
1.10 
1.28 
1.37 
1.34 
1.40 

bf t+21Z'V 
-1.34 0.075839 
-0.64 0.074834 
-0.67 0.057513 
-0.99 0.052877 
-1.47 0.063362 
-1.47 0.077307 
-1.55 0.088734 
-1. 55 0.105337 
-1.55 0.133417 
-1.64 0.155281 
-1.64 0.212144 
1.55 0.2648LO 
-1.64 0.287436 
-1.64 0.277343 
-1. 64 0.239280 
-1. 75 O. 172097 
-1. 88 0.118279 
1.75 0.086890 
1.88 0.064787 
1. 06 0.071002 
-2.34 0.085978 
2.06 0.097327 
-1.88 0.093169 
-1.64 0.088362 
1. 64 0.007764 
-1.51 0.072223 
1.15 0.075435 
-1.37 0.070721 
-1.51 0.069033 
-1.20 0.065615 
-1.25 0.056422 
-1.64 0.050011 
-1.70 0.041741 
-1.70 0.028245 
-1.70 0.020713 
-1.88 0.012499 
-1.75 0.034329 
-1.40 0.050378 
-1.47 0.055830 
-1.51 0.061738 
-1.60 0.020949 
-1.60 0.028245 
-1.44 0.030738 
1.47 0.028637 
-1.34 0.045557 
-1.25 0.027746 
-1.22 0.011200 

なお，t+2問:は，第 t四半期における，GNPデフレーターのむこう半年間に渡る平均的
な上昇率(年率)についての期待，的は，第t四半期における GNPデフレーターの上昇
率 dは，スケール・パラメーター，A;は， r高くなる」或は「上昇」と解答した世帯数
或は企業数の全世帯数或は全企業数に対する割合，B;は r低くなる」或は r低下」と
解答した世帯数或は企業数の全世帯数或は全企業数に対する割合，Z;は， 確率変数 w
は世帯，f I工，企業，を各々表わす。そして， zl~N(O，l) と仮定する。なお， T=47o 

3/;-4 
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